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第
１　

は
じ
め
に

⑴　

同
種
事
案
に
つ
い
て
、
法
律
の
解
釈
、
適
用
に

関
し
、
高
等
裁
判
所
の
判
断
（
判
決
）
が
全
く
分

か
れ
る
と
い
う
こ
と
は
決
し
て
ま
れ
な
こ
と
で
は

な
い
。

例
え
ば
、
石
綿
（
ア
ス
ベ
ス
ト
）
製
品
の
製
造

等
を
行
う
工
場
又
は
作
業
場
に
お
い
て
、
昭
和
33

年
当
時
、
労
働
大
臣
が
省
令
制
定
権
限
を
行
使
し

罰
則
を
も
っ
て
「
局
所
排
気
装
置
」
を
設
置
す
る

こ
と
を
義
務
付
け
る
べ
き
で
あ
っ
た
の
に
義
務
付

け
て
い
な
か
っ
た
こ
と
が
、国
家
賠
償
法
上
の「
規

制
権
限
不
行
使
」
の
違
法
を
構
成
す
る
か
否
か
、

換
言
す
れ
ば
、
国
家
賠
償
法
上
国
が
責
任
を
負
う

の
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
、
①
大
阪
高
裁
平
成
23

年
８
月
25
日
判
決
（
判
例
タ
イ
ム
ズ
１
３
９
８
号

90
頁
）
と
②
大
阪
高
裁
平
成
25
年
12
月
25
日
判
決

（
民
集
68
巻
８
号
９
０
０
頁
）
と
で
は
、前
者
（
①

判
決
）
が
国
の
責
任
を
否
定
し
た
の
に
対
し
、
後

者
（
②
判
決
）
は
国
の
責
任
を
認
め
て
い
た
の
で

あ
り
、
そ
れ
故
、
最
高
裁
平
成
26
年
10
月
９
日
第

一
小
法
廷
判
決
（
民
集
68
巻
８
号
７
９
９
頁
）
で
、

国
の
「
規
制
権
限
不
行
使
」
は
国
家
賠
償
法
上
違

法
で
あ
り
、
国
の
責
任
が
あ
る
と
す
る
判
断
が
示

さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
法
律
の
解
釈
適
用
の
統
一

が
図
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

⑵　

今
回
紹
介
す
る
最
高
裁
平
成
22
年
６
月
３
日
第

一
小
法
廷
判
決
（
民
集
64
巻
４
号
１
０
１
０
頁
）

は
、①
名
古
屋
高
裁
平
成
21
年
３
月
13
日
判
決（
民

集
64
巻
４
号
１
０
９
７
頁
）
と
②
名
古
屋
高
裁
平

成
21
年
４
月
23
日
判
決（
判
時
２
０
５
８
巻
37
頁
）

と
で
、
固
定
資
産
税
等
の
過
大
な
賦
課
決
定
・
徴

収
と
国
家
賠
償
法
と
の
関
係
に
つ
い
て
、前
者（
①

判
決
）
は
国
家
賠
償
法
の
適
用
を
否
定
し
て
い
た

の
に
対
し
、
後
者
（
②
判
決
）
は
国
家
賠
償
法
の

適
用
を
肯
定
し
て
い
た
と
い
う
全
く
異
な
る
判
断

を
な
し
て
い
た
こ
と
に
関
し
判
示
さ
れ
た
も
の
で

あ
り
、
い
わ
ゆ
る
行
政
処
分
と
国
家
賠
償
法
と
の

関
係
を
考
え
る
上
で
決
し
て
看
過
さ
れ
て
は
な
ら

な
い
も
の
で
あ
る
の
で
紹
介
す
る
次
第
で
あ
る
。

第
２　

本
件
事
案
の
概
要
に
つ
い
て

⑴　

原
告
は
、
倉
庫
業
等
を
営
む
法
人
で
あ
り
、
昭

和
54
年
に
建
築
さ
れ
た
本
件
倉
庫
を
所
有
し
て
い

る
者
で
あ
る
。

⑵　

本
件
倉
庫
は
、
名
古
屋
市
港
区
に
所
在
し
て
お

り
、
原
告
は
、
名
古
屋
市
港
区
長
の
賦
課
決
定
に

従
い
、
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
（
固
定
資

固
定
資
産
税
等
の
過
大
賦
課
決
定
と
国
家
賠
償
法 

と
の
関
係

重
要
判
例
に
学
ぶ

地
方
自
治
の
知
識

弁
護
士松

崎
　
勝

冷
凍
倉
庫
固
定
資
産
税
過
重
賦
課
事
件

最
高
裁
判
所
平
成
22
年
６
月
３
日
第
一
小
法
廷
判
決
（
民
集
64
巻
４
号
１
０
１
０
頁
）
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産
税
等
）
を
納
付
し
て
い
た
。

⑶　

名
古
屋
市
港
区
長
は
、
従
前
か
ら
本
件
倉
庫
に

つ
い
て
は
、
一
般
倉
庫
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る

と
評
価
し
、
経
年
減
点
補
正
率
を
適
用
し
て
い
た

と
こ
ろ
、
平
成
18
年
５
月
に
、
本
件
倉
庫
は
冷
凍

倉
庫
等
に
該
当
す
る
と
し
て
、
冷
凍
倉
庫
等
に
適

用
さ
れ
る
経
年
減
点
補
正
率
を
適
用
し
た
上
、
平

成
14
年
度
か
ら
平
成
18
年
度
ま
で
の
登
録
価
格
を

修
正
し
た
旨
を
原
告
に
通
知
す
る
と
と
も
に
、
前

記
平
成
14
年
度
か
ら
平
成
17
年
度
ま
で
の
間
に
過

大
に
納
付
さ
れ
た
固
定
資
産
税
等
３
８
９
万 

９
０
０
０
円
を
還
付
し
た
。

⑷　

原
告
は
、
本
件
倉
庫
は
冷
凍
倉
庫
で
あ
り
、
名

古
屋
市
港
区
長
に
よ
る
固
定
資
産
税
等
の
賦
課
決

定
・
徴
収
は
過
大
な
も
の
で
あ
る
と
主
張
し
、
国

家
賠
償
法
第
１
条
に
基
づ
き
、
名
古
屋
市
を
被
告

と
し
て
、
昭
和
62
年
度
か
ら
平
成
13
年
度
ま
で
の

過
大
納
付
に
係
る
固
定
資
産
税
等
の
相
当
額
合
計

金
及
び
弁
護
士
費
用
等
１
２
８
９
万
５
４
０
０
円

等
の
支
払
い
を
求
め
て
提
訴
し
た
。

第
３　

第
１
審
：
名
古
屋
地
裁
平
成
20

年
７
月
９
日
判
決
（
民
集
64
巻
４
号

１
０
５
５
頁
）

１　

主
文

⑴　

原
告
の
請
求
を
い
ず
れ
も
棄
却
す
る
。

⑵　

訴
訟
費
用
は
原
告
の
負
担
と
す
る
。

２　

争
点
に
つ
い
て

名
古
屋
地
裁
は
、
本
訴
の
争
点
を
以
下
の
４
点
で

あ
る
と
整
理
し
た
。

（
１
）
課
税
処
分
固
有
の
不
服
申
立
手
続
を
経
ず
に
、

課
税
処
分
の
違
法
を
理
由
と
す
る
国
家
賠
償
を
請

求
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
か

（
２
）
本
件
各
課
税
処
分
に
国
家
賠
償
法
上
の
違
法

性
が
あ
る
か

（
３
）
本
件
各
課
税
処
分
に
国
家
賠
償
法
上
の
過
失

が
あ
る
か

（
４
）
消
滅
時
効

３　

争
点
に
つ
い
て
の
裁
判
所
の
判
断

⑴　

争
点
（
１
）
に
つ
い
て

ア　
「
行
政
処
分
が
違
法
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
し

て
国
家
賠
償
の
請
求
を
す
る
に
つ
い
て
は
、
あ
ら

か
じ
め
当
該
行
政
処
分
に
つ
き
取
消
判
決
を
得
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
は
な
い
が
（
最
高
裁
判

所
昭
和
36
年
４
月
21
日
第
二
小
法
廷
判
決
・
民
集

15
巻
４
号
８
５
０
頁
参
照
）、
行
政
処
分
は
、
た

と
え
違
法
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
違
法
が
重
大
か
つ

明
白
で
当
該
処
分
を
当
然
無
効
な
ら
し
め
る
も
の

と
認
め
る
べ
き
場
合
を
除
い
て
は
、
適
法
に
取
り

消
さ
れ
な
い
限
り
完
全
に
そ
の
効
力
を
有
す
る
も

の
と
解
さ
れ
る
と
こ
ろ
（
最
高
裁
判
所
昭
和
30
年

12
月
26
日
第
三
小
法
廷
判
決
・
民
集
９
巻
14
号

２
０
７
０
頁
参
照
）、
固
定
資
産
税
等
の
過
納
金

相
当
額
を
損
害
と
す
る
国
家
賠
償
法
に
基
づ
く
損

害
賠
償
請
求
を
許
容
す
る
こ
と
は
、
実
質
的
に
、

課
税
処
分
を
取
り
消
す
こ
と
な
く
過
納
金
の
還
付

を
請
求
す
る
こ
と
を
認
め
る
こ
と
と
な
っ
て
、
課

税
処
分
等
の
不
服
申
立
期
間
を
制
限
し
た
上
記
法

の
趣
旨
を
潜
脱
す
る
こ
と
に
な
る
ば
か
り
か
、
課

税
処
分
の
公
定
力
を
も
実
質
的
に
否
定
す
る
こ
と

に
な
る
。」

イ　
「
も
っ
と
も
、
行
政
処
分
の
無
効
確
認
の
訴
え

は
、
出
訴
期
間
の
制
限
な
く
許
容
さ
れ
て
い
る
こ

と
（
行
政
事
件
訴
訟
法
36
条
）、
前
述
の
と
お
り
、

行
政
処
分
の
違
法
が
当
該
処
分
を
当
然
無
効
な
ら

し
め
る
も
の
と
認
め
る
べ
き
場
合
に
つ
い
て
は
、

当
該
行
政
処
分
の
公
定
力
に
配
慮
す
る
必
要
も
な

い
と
解
さ
れ
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
課
税
処
分
が

当
然
に
無
効
で
あ
る
場
合
に
ま
で
、
国
家
賠
償
請

求
を
否
定
す
る
こ
と
は
相
当
で
な
い
。
さ
ら
に
、

登
録
価
格
に
つ
い
て
不
服
が
あ
る
場
合
に
当
た
る

た
め
、
地
方
税
法
４
３
４
条
２
項
所
定
の
争
訟
方

法
の
制
限
が
課
さ
れ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
価
格

決
定
に
無
効
と
す
べ
き
瑕
疵
が
あ
る
場
合
に
、
価

格
決
定
の
無
効
又
は
当
該
価
格
を
基
礎
と
す
る
課

税
処
分
の
無
効
を
理
由
と
す
る
争
訟
は
許
さ
れ
な

い
も
の
と
す
る
こ
と
も
妥
当
で
な
い
。」

ウ　
「
し
た
が
っ
て
、
固
定
資
産
の
価
格
決
定
又
は

こ
れ
を
前
提
と
す
る
固
定
資
産
税
等
の
課
税
処
分
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の
違
法
が
、
こ
れ
ら
の
処
分
を
当
然
無
効
な
ら
し

め
る
も
の
で
は
な
い
場
合
に
は
、
当
該
処
分
が
適

法
に
取
り
消
さ
れ
な
い
限
り
、
同
処
分
の
違
法
を

理
由
と
し
、
過
納
金
相
当
額
を
損
害
と
す
る
国
家

賠
償
法
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
は
許
さ
れ
な
い

も
の
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
。」

エ　
「
仮
に
、
港
区
長
が
、
本
件
倉
庫
に
本
件
基
準

表
７
（
２
）
を
適
用
し
な
か
っ
た
こ
と
が
不
合
理

で
あ
る
と
し
て
も
、
本
件
各
価
格
決
定
は
、
経
年

減
点
補
正
率
を
全
く
適
用
し
て
い
な
い
と
い
う
も

の
で
は
な
い
。
家
屋
は
、
年
月
の
経
過
に
よ
り
損

耗
す
る
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
が
当
該
家
屋
の
評
価

に
反
映
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、
適
正
な
課
税
の
た

め
に
必
要
不
可
欠
な
こ
と
で
あ
る
が
、
本
件
各
価

格
決
定
に
際
し
て
は
、
少
な
く
と
も
一
般
倉
庫
の

経
年
減
点
補
正
率
を
適
用
し
て
い
る
こ
と
、ま
た
、

本
件
基
準
表
の
規
定
自
体
一
義
的
な
も
の
で
は
な

く
、
各
市
町
村
長
の
合
理
的
な
解
釈
・
運
用
を
許

容
し
、
か
つ
、
そ
れ
を
前
提
と
す
る
も
の
で
あ
っ

て
、
個
々
の
家
屋
に
応
じ
た
個
別
具
体
的
な
判
断

を
要
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
れ
ば
、

本
件
各
価
格
決
定
及
び
こ
れ
を
前
提
と
す
る
本
件

各
課
税
処
分
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
を
無
効
と
す
べ

き
ほ
ど
に
重
大
な
内
容
上
の
過
誤
が
あ
る
と
ま
で

は
い
い
難
い
。」

オ　
「
以
上
に
よ
れ
ば
、
本
件
各
価
格
決
定
又
は
こ

れ
を
前
提
と
す
る
本
件
各
課
税
処
分
に
、
課
税
要

件
の
根
幹
に
つ
い
て
の
内
容
上
の
過
誤
が
あ
る
と

は
い
い
難
く
、
こ
れ
を
措
く
と
し
て
も
、
本
件
各

課
税
処
分
等
に
よ
る
不
利
益
を
甘
受
さ
せ
る
こ
と

が
著
し
く
不
当
と
認
め
ら
れ
る
よ
う
な
例
外
的
な

事
情
の
あ
る
と
は
到
底
認
め
難
い
か
ら
、
本
件
各

課
税
処
分
等
に
無
効
原
因
が
あ
る
と
は
認
め
ら
れ

な
い
。」

カ　
「
よ
っ
て
、
本
件
各
課
税
処
分
等
が
適
法
に
取

り
消
さ
れ
な
い
限
り
、
原
告
が
、
本
件
処
分
等
の

違
法
を
理
由
と
し
、
過
納
金
相
当
額
を
損
害
と
す

る
国
家
賠
償
法
に
基
づ
く
損
害
賠
償
を
請
求
す
る

こ
と
は
許
容
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
る
と
こ
ろ
、
本

件
各
課
税
処
分
等
が
取
り
消
さ
れ
て
い
な
い
こ
と

は
弁
論
の
全
趣
旨
に
よ
り
明
ら
か
で
あ
る
か
ら
、

原
告
の
本
訴
請
求
は
、
そ
の
余
の
点
を
判
断
す
る

ま
で
も
な
く
理
由
が
な
い
こ
と
と
な
る
。」

⑵　

結
論

「
以
上
の
次
第
で
、
原
告
の
本
訴
請
求
を
い
ず
れ

も
棄
却
す
る
こ
と
と
し
、
訴
訟
費
用
の
負
担
に
つ
い

て
民
事
訴
訟
法
61
条
を
適
用
し
て
、
主
文
の
と
お
り

判
決
す
る
。」

第
４　

第
２
審
：
名
古
屋
高
裁
平
成
21

年
３
月
13
日
判
決
（
民
集
64
巻
４
号

１
０
９
７
頁
）

１　

主
文

⑴　

本
件
控
訴
を
棄
却
す
る

⑵　

控
訴
費
用
は
控
訴
人
の
負
担
と
す
る

２　

裁
判
所
の
判
断

⑴　

名
古
屋
高
裁
は
、
名
古
屋
地
裁
の
判
断
に
つ
い

て
、
以
下
の
と
お
り
付
加
し
て
、
判
断
を
是
認
し

て
い
る
。

「
本
件
で
は
、
控
訴
人
は
、
本
件
倉
庫
に
「
冷

凍
倉
庫
用
」
の
経
年
減
点
補
正
率
を
適
用
し
な

か
っ
た
こ
と
が
違
法
で
あ
る
と
し
て
、
本
件
倉
庫

に
つ
い
て
の
登
録
価
格
を
争
う
も
の
で
あ
る
が
、

地
方
税
法
４
３
２
条
２
項
は
、
登
録
価
格
を
早
期

に
確
定
す
る
こ
と
に
よ
り
固
定
資
産
税
に
か
か
る

徴
税
行
政
の
安
定
と
円
滑
な
運
営
を
図
る
目
的

と
、
登
録
価
格
の
決
定
に
は
専
門
的
、
技
術
的
な

面
の
存
す
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
登
録
価
格
に
つ
い

て
は
、
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
に
対
す
る
審

査
申
出
及
び
同
委
員
会
に
よ
る
審
査
の
決
定
に
対

す
る
取
消
し
の
訴
え
と
い
う
方
法
に
よ
っ
て
の
み

争
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
て
、
そ
の
不
服
申

立
方
法
を
制
限
し
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
控
訴
人

に
よ
る
本
件
国
家
賠
償
請
求
は
、
実
質
的
に
は
こ

の
制
限
を
も
潜
脱
す
る
も
の
と
い
う
こ
と
が
で
き

る
。
登
録
価
格
が
上
記
の
不
服
申
立
方
法
に
よ
っ

て
取
り
消
さ
れ
る
こ
と
も
な
く
、
ま
た
無
効
と
も

い
え
ず
、
し
た
が
っ
て
法
的
に
は
瑕
疵
な
く
確
定

し
て
お
り
、
し
か
も
、
そ
の
後
の
賦
課
徴
収
手
続

に
も
違
法
な
点
が
な
い
場
合
に
、
そ
れ
に
も
か
か
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わ
ら
ず
、
過
納
金
が
生
じ
る
と
す
る
こ
と
は
、
固

定
資
産
税
に
か
か
る
徴
税
行
政
を
混
乱
さ
せ
、
ひ

い
て
は
地
方
自
治
体
の
財
政
運
営
を
も
不
安
定
に

す
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。」

⑵　

な
お
、
名
古
屋
高
裁
は
、「
念
の
た
め
」
と
の

前
提
で
、名
古
屋
地
裁
が
前
記
争
点
（
３
）
の
「
過

失
の
有
無
」
に
つ
い
て
以
下
の
と
お
り
判
断
し
て

い
る
。

ア　
「
控
訴
人
は
、
被
控
訴
人
が
少
な
く
と
も
年
１

回
の
実
地
調
査
義
務
を
誠
実
に
遂
行
し
て
さ
え
い

れ
ば
、
本
件
倉
庫
が
冷
凍
倉
庫
で
あ
る
事
実
は
容

易
に
判
明
し
た
と
し
て
、
本
件
各
課
税
処
分
等
に

つ
き
注
意
義
務
違
反
が
認
め
ら
れ
る
な
ど
と
主
張

す
る
。」

イ　
「
し
か
し
な
が
ら
、
本
件
で
は
実
地
調
査
の
実

施
の
有
無
は
不
明
で
あ
る
が
、
地
方
税
法
４
０
８

条
に
定
め
る
実
地
調
査
は
、
そ
の
評
価
事
務
上
の

物
理
的
、
時
間
的
な
制
約
等
を
考
慮
す
れ
ば
、
必

ず
し
も
す
べ
て
の
固
定
資
産
に
つ
い
て
細
部
ま
で

行
う
必
要
が
あ
る
も
の
で
は
な
く
、
特
段
の
事
情

の
な
い
限
り
、
外
観
上
固
定
資
産
の
利
用
状
況
等

を
確
認
し
、
変
化
が
あ
っ
た
場
合
に
こ
れ
を
認
識

す
る
程
度
で
足
り
る
も
の
と
解
す
べ
き
と
こ
ろ

（〔
証
拠
略
〕）、
本
件
に
お
い
て
そ
の
よ
う
な
特
段

の
事
情
が
あ
っ
た
と
い
え
る
よ
う
な
事
実
は
う
か

が
わ
れ
な
い
上
、
前
記
の
と
お
り
、
本
件
各
課
税

処
分
等
が
行
わ
れ
た
時
点
に
お
い
て
は
、
本
件
基

準
表
に
い
う
「
冷
凍
倉
庫
」
の
概
念
自
体
、
一
定

の
裁
量
的
判
断
を
伴
う
評
価
的
な
概
念
で
あ
っ
た

と
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
そ
も
そ
も
控
訴
人
の
上
記

主
張
は
そ
の
前
提
を
欠
き
、
失
当
と
い
わ
ざ
る
を

得
ず
、
他
に
、
本
件
各
課
税
処
分
等
に
つ
い
て
被

控
訴
人
に
国
家
賠
償
法
上
の
過
失
が
あ
っ
た
こ
と

を
認
め
る
に
足
り
る
証
拠
は
な
い
。」

⑶　

結
論

「
以
上
の
と
お
り
、
控
訴
人
の
請
求
は
い
ず
れ
も

理
由
が
な
く
、
こ
れ
を
棄
却
し
た
原
審
の
判
断
は
相

当
で
あ
り
、
本
件
控
訴
は
理
由
が
な
い
の
で
こ
れ
を

棄
却
す
る
こ
と
と
し
て
、
主
文
の
と
お
り
判
決
す

る
。」

第
５　

上
告
審
：
最
高
裁
平
成
22
年
６

月
３
日
第
二
小
法
廷
判
決
（
民
集
64

巻
４
号
１
０
１
０
頁
）

１　

主
文

⑴　

原
判
決
を
破
棄
す
る
。

⑵　

本
件
を
名
古
屋
高
等
裁
判
所
に
差
し
戻
す
。

２　

原
審
（
名
古
屋
高
裁
）
が
確
定
し
た
事
実
に
つ

い
て

⑴　
「
平
成
18
年
度
に
至
る
ま
で
、
本
件
倉
庫
は
、

一
般
用
の
倉
庫
に
該
当
す
る
こ
と
を
前
提
に
し
て

評
価
さ
れ
、
昭
和
62
年
度
か
ら
平
成
13
年
度
ま
で

の
そ
の
価
格
並
び
に
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画

税
（
以
下
「
固
定
資
産
税
等
」
と
総
称
す
る
。）

の
税
額
は
、
第
１
審
判
決
別
表
２
の
「
実
際
の
評

価
額
及
び
税
額
」
欄
記
載
の
と
お
り
決
定
さ
れ
た

（
以
下
、こ
れ
ら
の
決
定
を
併
せ
て「
本
件
各
決
定
」

と
い
う
。）。
上
告
人
は
、
本
件
各
決
定
に
従
っ
て

固
定
資
産
税
等
を
納
付
し
て
き
た
。」

⑵　
「
名
古
屋
市
長
か
ら
固
定
資
産
税
等
の
賦
課
徴

収
に
関
し
権
限
の
委
任
を
受
け
て
い
た
名
古
屋
市

港
区
長
は
、
平
成
18
年
５
月
26
日
付
け
で
、
上
告

人
に
対
し
、
本
件
倉
庫
が
冷
凍
倉
庫
等
に
該
当
す

る
と
し
て
、
平
成
14
年
度
か
ら
同
18
年
度
ま
で
の

登
録
価
格
を
修
正
し
た
旨
を
通
知
し
た
上
、
上
記

各
年
度
に
係
る
本
件
倉
庫
の
固
定
資
産
税
等
の
減

額
更
正
を
し
た
。
そ
の
後
、
上
告
人
は
、
同
14
年

度
か
ら
同
17
年
度
ま
で
の
固
定
資
産
税
等
に
つ
き
、

納
付
済
み
税
額
と
上
記
更
正
後
税
額
と
の
差
額
と

し
て
３
８
９
万
９
０
０
０
円
を
還
付
さ
れ
た
。」

⑶　
「
上
告
人
は
、
本
件
訴
え
の
提
起
に
至
る
ま
で
、

本
件
倉
庫
の
登
録
価
格
に
関
し
、
固
定
資
産
評
価

審
査
委
員
会
に
対
す
る
審
査
の
申
出
を
行
っ
た
こ

と
は
な
い
。」

３　

原
審
の
判
断
が
是
認
し
得
な
い
理
由
に
つ
い
て

⑴　
「
国
家
賠
償
法
１
条
１
項
は
、「
国
又
は
公
共
団

体
の
公
権
力
の
行
使
に
当
る
公
務
員
が
、
そ
の
職

務
を
行
う
に
つ
い
て
、
故
意
又
は
過
失
に
よ
っ
て

違
法
に
他
人
に
損
害
を
加
え
た
と
き
は
、
国
又
は
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公
共
団
体
が
、
こ
れ
を
賠
償
す
る
責
に
任
ず
る
。」

と
定
め
て
お
り
、
地
方
公
共
団
体
の
公
権
力
の
行

使
に
当
た
る
公
務
員
が
、
個
別
の
国
民
に
対
し
て

負
担
す
る
職
務
上
の
法
的
義
務
に
違
背
し
て
当
該

国
民
に
損
害
を
加
え
た
と
き
は
、
当
該
地
方
公
共

団
体
が
こ
れ
を
賠
償
す
る
責
任
を
負
う
。
前
記
の

と
お
り
、
地
方
税
法
は
、
固
定
資
産
評
価
審
査
委

員
会
に
審
査
を
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
に

つ
い
て
不
服
が
あ
る
固
定
資
産
税
等
の
納
税
者
は

同
委
員
会
に
対
す
る
審
査
の
申
出
及
び
そ
の
決
定

に
対
す
る
取
消
し
の
訴
え
に
よ
っ
て
の
み
争
う
こ

と
が
で
き
る
旨
を
規
定
す
る
が
、
同
規
定
は
、
固

定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
自
体
の
修

正
を
求
め
る
手
続
に
関
す
る
も
の
で
あ
っ
て

（
４
３
５
条
１
項
参
照
）、
当
該
価
格
の
決
定
が
公

務
員
の
職
務
上
の
法
的
義
務
に
違
背
し
て
さ
れ
た

場
合
に
お
け
る
国
家
賠
償
責
任
を
否
定
す
る
根
拠

と
な
る
も
の
で
は
な
い
。

原
審
は
、
国
家
賠
償
法
に
基
づ
い
て
固
定
資
産

税
等
の
過
納
金
相
当
額
に
係
る
損
害
賠
償
請
求
を

許
容
す
る
こ
と
は
課
税
処
分
の
公
定
力
を
実
質
的

に
否
定
す
る
こ
と
に
な
り
妥
当
で
は
な
い
と
も
い

う
が
、
行
政
処
分
が
違
法
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と

し
て
国
家
賠
償
請
求
を
す
る
に
つ
い
て
は
、
あ
ら

か
じ
め
当
該
行
政
処
分
に
つ
い
て
取
消
し
又
は
無

効
確
認
の
判
決
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で

は
な
い
（
最
高
裁
昭
和
35
年
（
オ
）
第
２
４
８
号

同
36
年
４
月
21
日
第
二
小
法
廷
判
決
・
民
集
15
巻

４
号
８
５
０
頁
参
照
）。
こ
の
こ
と
は
、
当
該
行

政
処
分
が
金
銭
を
納
付
さ
せ
る
こ
と
を
直
接
の
目

的
と
し
て
お
り
、
そ
の
違
法
を
理
由
と
す
る
国
家

賠
償
請
求
を
認
容
し
た
と
す
れ
ば
、
結
果
的
に
当

該
行
政
処
分
を
取
り
消
し
た
場
合
と
同
様
の
経
済

的
効
果
が
得
ら
れ
る
と
い
う
場
合
で
あ
っ
て
も
異

な
ら
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。」

⑵　
「
そ
し
て
、
他
に
、
違
法
な
固
定
資
産
の
価
格

の
決
定
等
に
よ
っ
て
損
害
を
受
け
た
納
税
者
が
国

家
賠
償
請
求
を
行
う
こ
と
を
否
定
す
る
根
拠
と
な

る
規
定
等
は
見
い
だ
し
難
い
。」

⑶　
「
し
た
が
っ
て
、
た
と
い
固
定
資
産
の
価
格
の

決
定
及
び
こ
れ
に
基
づ
く
固
定
資
産
税
等
の
賦
課

決
定
に
無
効
事
由
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合
で
あ
っ

て
も
、
公
務
員
が
納
税
者
に
対
す
る
職
務
上
の
法

的
義
務
に
違
背
し
て
当
該
固
定
資
産
の
価
格
な
い

し
固
定
資
産
税
等
の
税
額
を
過
大
に
決
定
し
た
と

き
は
、
こ
れ
に
よ
っ
て
損
害
を
被
っ
た
当
該
納
税

者
は
、
地
方
税
法
４
３
２
条
１
項
本
文
に
基
づ
く

審
査
の
申
出
及
び
同
法
４
３
４
条
１
項
に
基
づ
く

取
消
訴
訟
等
の
手
続
を
経
る
ま
で
も
な
く
、
国
家

賠
償
請
求
を
行
い
得
る
も
の
と
解
す
べ
き
で
あ

る
。」

⑷　

結
論

「
以
上
と
異
な
る
見
解
の
下
に
、
上
告
人
の
請
求

を
棄
却
す
べ
き
も
の
と
し
た
原
審
の
判
断
に
は
、
判

決
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
明
ら
か
な
法
令
の
違
反

が
あ
る
。
論
旨
は
こ
の
趣
旨
を
い
う
も
の
と
し
て
理

由
が
あ
り
、原
判
決
は
破
棄
を
免
れ
な
い
。
そ
し
て
、

本
件
各
決
定
に
際
し
本
件
倉
庫
を
一
般
用
の
倉
庫
と

し
て
評
価
し
た
こ
と
は
名
古
屋
市
長
が
上
告
人
に
対

す
る
職
務
上
の
法
的
義
務
に
違
背
し
た
結
果
と
い
え

る
か
否
か
、
仮
に
違
背
し
て
い
た
と
す
る
場
合
に
お

け
る
上
告
人
の
損
害
額
等
の
点
に
つ
い
て
更
に
審
理

を
尽
く
さ
せ
る
た
め
、
本
件
を
原
審
に
差
し
戻
す
の

が
相
当
で
あ
る
。」

第
６　

本
最
高
裁
判
決
の
意
義
・
射
程

⑴　

あ
ら
た
め
て
述
べ
る
ま
で
も
な
い
こ
と
と
は
思

料
す
る
が
、
最
高
裁
昭
和
36
年
４
月
21
日
第
二
小

法
廷
判
決
（
民
集
15
巻
４
号
８
５
０
頁
）
は
、
自

作
農
創
設
特
別
措
置
法
第
15
条
に
基
づ
く
「
附
帯

買
取
計
画
」
に
関
し
、
原
告
が
無
効
確
認
の
訴
え

を
提
起
し
て
い
た
と
こ
ろ
、
処
分
庁
が
前
記
「
附

帯
買
取
計
画
」
を
取
り
消
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず

無
効
確
認
訴
訟
を
進
行
す
る
法
律
上
の
利
益
が
な

い
と
し
て
「
法
律
上
の
利
益
が
な
い
」
と
し
た
こ

と
に
関
し
、
上
告
人
（
原
告
）
が
行
政
処
分
の
無

効
確
認
請
求
は
国
家
賠
償
請
求
を
な
す
前
提
と
し

て
必
要
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
行

政
処
分
と
国
家
賠
償
法
と
の
関
係
に
つ
い
て
、「
行

政
処
分
が
違
法
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
国
家

賠
償
の
請
求
を
す
る
に
つ
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
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右
行
政
処
分
に
つ
き
取
消
又
は
無
効
確
認
の
判
決

を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
は
な
い
か
ら
、

な
お
そ
の
無
効
確
認
を
求
め
る
に
つ
き
法
律
上
の

利
益
を
有
す
る
と
い
う
こ
と
の
理
由
と
す
る
に
足

り
な
い
」
と
判
示
し
、
要
す
る
に
、
国
家
賠
償
法

に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
を
す
る
に
当
た
り
、
行

政
処
分
の
取
消
し
な
い
し
無
効
確
認
は
必
要
が
な

い
旨
を
判
示
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

⑵　

右
記
最
判
を
前
提
に
、
行
政
処
分
と
国
家
賠
償

法
と
の
関
係
に
つ
い
て
判
例
理
論
が
構
築
さ
れ
て

き
た
（
例
え
ば
、
最
高
裁
平
成
16
年
12
月
17
日
第

二
小
法
廷
判
決
（
集
民
２
１
５
号
９
７
５
頁
）
参

照
）。

⑶　

し
か
し
、
本
件
の
ご
と
く
金
銭
の
給
付
を
直
接

の
目
的
と
す
る
行
政
処
分
に
つ
い
て
、学
説
上
は
、

抗
告
訴
訟
で
争
う
こ
と
が
で
き
な
い
以
上
、
国
家

賠
償
請
求
を
認
め
る
べ
き
で
は
な
い
と
す
る
「
国

家
賠
償
否
定
説
」
と
、
抗
告
訴
訟
と
国
家
賠
償
請

求
と
で
は
全
く
別
の
制
度
で
あ
り
、
国
家
賠
償
請

求
を
認
め
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
「
国
家
賠
償
肯

定
説
」
と
が
対
立
し
て
い
た
の
で
あ
り
、
最
高
裁

の
判
断
が
待
た
れ
て
い
た
。

⑷　

本
最
高
裁
判
決
は
、
判
例
と
し
て
「
国
家
賠
償

肯
定
説
」
を
採
用
す
る
こ
と
を
明
確
に
判
示
し
て

い
る
の
で
あ
り
、
決
し
て
看
過
さ
れ
て
は
な
ら
な

い
も
の
で
あ
る
と
言
え
る
。

⑸　

な
お
、
本
最
高
裁
判
決
に
は
、
宮
川
光
治
裁
判

官
、
金
築
誠
志
裁
判
官
の
補
足
意
見
が
付
け
ら
れ

て
い
る
こ
と
を
附
言
す
る
と
と
も
に
、
本
最
高
裁

判
決
は
、
あ
く
ま
で
国
家
賠
償
肯
定
説
の
観
点
か

ら
本
件
を
名
古
屋
高
裁
に
差
し
戻
し
て
い
る
の
で

あ
り
、
時
効
の
問
題
、
過
失
相
殺
の
問
題
等
、
地

方
公
共
団
体
が
負
担
す
る
損
害
賠
償
額
の
点
に
つ

い
て
は
、「
上
告
人
の
損
害
額
等
の
点
に
つ
い
て

更
に
審
理
を
尽
く
さ
せ
る
た
め
、
本
件
を
原
審
に

差
し
戻
す
の
が
相
当
で
あ
る
」と
判
示
し
て
お
り
、

本
最
高
裁
判
決
の
射
程
外
の
も
の
で
は
な
い
か
と

思
料
す
る
次
第
で
あ
る
。


